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１．主催
　・国際タバコ病予防学会（The International Society for the Prevention of Tobacco Induced 
　Diseases,TID）
　・学校法人福岡学園福岡歯科大学
　・公益財団法人日本対がん協会
　・一般社団法人日本口腔衛生学会

　・名誉大会長：垣添忠生（日本対がん協会会長）
　・大会長：埴岡隆（福岡歯科大学教授）
　・副大会長：山下喜久（日本口腔衛生学会理事長／九州大学大学院歯学研究院教授）
　・実行委員長：望月友美子（日本対がん協会参事／国際対がん連合喫煙対策委員長）
　・国内事務局：日本対がん協会
　・学会本部事務局長：コンスタンチン・バルダバス Constantine Vardavas（ギリシャ・クレタ大
学准教授）

２．開催日程
　2019年10月13日（日）～2019年10月15日（火）

３．会場
　国立研究開発法人国立がん研究センター築地キャンパス研究棟
　東京都中央区築地5－1－1

４．参加登録費
　　一般参加費240ユーロ（1ユーロは約120円）／関係者割引160ユーロ／
　　学生・同伴者・メディア40ユーロ／法人400ユーロ

５．参加国／参加者数
　　約40カ国・地域／約180人（スタッフ含む）

６．後援
　東京都福祉保健局／日本医師会／日本歯科医師会／日本看護協会／日本薬剤師会／日本医学会連合
／日本歯科医学会連合／東京都医師会／東京都歯科医師会／東京都看護協会／東京都薬剤師会／国
立がん研究センター／国際対がん連合（UICC）日本委員会／日本癌学会／禁煙推進学術ネットワ
ーク／口腔９学会合同脱タバコ社会実現委員会／WHO口腔保健協力センター（新潟大学医歯学総
合研究科口腔生命科学専攻口腔健康科学講座予防歯科学）／国立保健医療科学院／健康日本21推
進全国連絡協議会／健康保険組合連合会／日本禁煙学会／日本禁煙推進医師歯科医師連盟／日本禁
煙科学会／日本タバコフリー学会／グローバルブリッジ（Global Bridges: Healthcare Alliance 
for Tobacco Dependence Treatment）　

グローバルタバコフリーサミット開催概要
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世界の英知をこれからの禁煙推進に生かそう

禁煙への意識が高まる時期に開催
　TIDの第15回年次会合（学術総会）の日本招致にあ
たり、世界保健機関（WHO）と国際オリンピック委
員会（IOC）による「タバコのないオリンピック協定」
にしたがって、日本国内で受動喫煙防止対策の強化や
禁煙への意識が一層高まる2019年を選択した。
　テーマも、意識の高まりに伴う禁煙の推進を期待し
て、「タバコゼロ社会の実現　～生命の源から見える
現実と未来～」と設定した。
　大会は、台風19号の直撃を受けて参加できなかった
人も少なくなく、プログラムも大幅に変更された。そ
れでも、国内外から約180人が駆けつけて、３日間に
わたり３会場で、合計120題以上の発表（講演）やシ
ンポジウムが行われた。いずれも質疑応答も活発で、
熱がこもっていた。また、国境や文化、所属、専門領
域を越えた交流も随所で見られた。
　おかげで、困難を乗り越えて収穫の多い学会になっ
たと確信している。
　米国ミネソタ州のメイヨークリニックのテイラー・
ヘイズ医師（ニコチン依存症センター所長）は、来日
を見送った。だが、２日目朝のプレナリー（全体会議）で、
本来なら初日に行う予定だった基調講演「TOBACCO 
HARM REDUCTION AND CONTINUUM OF 
RISK」をインターネット経由で行った。

人権を武器に、タバコ規制を政府に迫る
　今回、特筆すべき点のひとつが、「タバコと人権」
について掘り下げられたことだろう。
　米国の反タバコ団体「ASH（Action on Smoking & 
Health）」のローレン・フーバー事務局長は、２日目の
プ レ ナ リ ーで、「HOW TO USE HUMAN RIGHTS 
PRINCIPLES AND MECHANISMS TO ADVANCE 
HEALTH AND THE FCTC」と題して講演した。FCTC
とは「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」
のことである。
　ASHは、「タバコの製造・マーケティング・販売は、
世界中の人々の健康と生命に対する権利の侵害」とい
う立場を明確にしている。そしてフーバー氏は、各国

政府に、人権への取り組みにタバコ規制を含めるよう
にさせることを呼びかけた。
　フーバー氏は日本についても、「政策立案においてタ
バコ産業の干渉を受けている度合いが高い」と指摘し、
官僚の天下りや喫煙室への補助の終了などを求めた。
　いずれの視点も、今後の禁煙推進において欠かせな
い。

歯科医療従事者に求められる禁煙介入
　私が専門とする歯科の分野でもシンポジウムなどを
行った（６～ ７ページ参照）。
　喫煙の口腔内への影響は広い。舌がんや歯肉がん、
歯の喪失、歯周病、子どものメラニン色素沈着、唾液
の性状変化、口臭、味覚の減退……。インプラントの
成功率も下がる。
　昔から喫煙者は「ヤニで歯が黒くなる」などと口に
する。口腔は自分で見られるうえ、歯科を受診する際
には健康への意識が高まっている。それだけに、歯科
医療従事者は、喫煙習慣のある患者に対して、禁煙の
動機付けをしやすい。
　ところが、全国でおよそ10万５千人（2016年末時点）
に上る歯科医師のうち、禁煙指導を行っている歯科医
師は約２割に過ぎない。歯科医療従事者の介入は、今
後の課題であろう。
　会場で注目を集めたのが、WHOの「The Smoker’s 
Body」という啓発ポスターである。喫煙による全身
への悪影響を、がん、白内障、難聴、骨粗鬆症、心臓
病などの具体的な病名とともに、視覚的に訴えている。
思わずドキッとさせて、有効だ。
　東京オリンピック開催予定の前年（結果的に新型コ
ロナウイルスの影響で延期されたが）に、健康増進法
改正をもってしても受動喫煙をはじめとするタバコ対
策が不十分で、かつ世界に先駆けて「新型タバコ」が
流行している日本で、各国の最新の英知を集められた
意義は大きい。アジア、アフリカ、東欧などの参加者
も目立ち、現状や課題を共有できた。今後は、参加者
がこれらの英知を、それぞれの場で生かしていくこと
が求められる。

大会長　埴岡隆
福岡歯科大学教授／日本口腔衛生学会・禁煙推進委員会委員長／TID幹事

第15回TID年次会合を振り返って
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しなやかに、したたかに禁煙推進を進めよう

ＷＨＯ禁煙革命にTID参加者も多数集まる
　JTのCMが、タバコそのものではなく人を想う気持
ちや多様性の大切さを訴えるなど、一筋縄ではいかな
い状況のもとでは、禁煙推進にも、さまざまな工夫が
必要だろう。
　その一つの例が、「WHO禁煙革命（Revolution 
Smoke-Free）」キャンペーンである。働く人々の健
康と安全を守るため、職場の禁煙化や禁煙支援を行う
ＷＨＯが進めるキャンペーンで、日本では、日本対が
ん協会がパートナーとなった。
　すでに中国などアジア数カ国で展開されているが、
日本でも、本学会の最終日に発足式が行われ、多数の
参加者が集まった（12〜 13ページ参照）。民間の力
で着実に広めていきたい。

国際競争に乗り遅れないために
　２日目には、日本対がん協会が、米国の禁煙推進団
体「グローバルブリッジ」と提携している禁煙支援の

人材育成プロジェクトの課題と展望を探るワークショ
ップが開かれた。肺がんサバイバーの男性も発表する
など、多角的な検討を加えられた（８〜９ ページ参照）。
　企業への働きかけと同じぐらい重要なのが、教育だ
ろう。小学生のときからタバコの真実を知ることは、
当人への喫煙抑止力になり、家族など周囲への波及効
果も上がる。
　2005年にWHOの「たばこ規制枠組条約」が発効し
てから15年。日本を含む世界181カ国・地域が批准し
ている。人々をタバコから守る国際競争は始まってい
る。日本が乗り遅れないためには、喫煙は人権侵害で
あり、タバコは健康問題と同時に社会問題でもある、
という認識も必要なのではないか。
　３日間の充実した発表を聞きながら、視野を広く持ち、
しなやかに、したたかに行動を起こし続ける重要性を
改めて実感した。
　開催にあたり、多くの方のお力添えをいただきまし
た。心よりお礼を申し上げます。

　TIDは2000年、毒物学者のエド・ネルソン博士
（1950～ 2002）によって設立された。
　米国で生まれ、ドイツのデュイスブルク・エッセ

しかし、2002年 ７月に他界した。
　その３カ月後に第１回の国際的な年次会合がエッ
センで開かれた。

各会の参加者は100 ～ 200人。第 ２ 回～第 ６ 回の詳細は不明。

回 開催日 開催地 備考
1 2002年10月28日 ドイツ・エッセン
7 2008年 9 月26日～ 9月28日 日本・京都 京都大学講堂
8 2010年 9 月30日～ 10月 1 日 米国・ボストン ハーバード大学医学部
9 2011年 9月21日～ 9月23日 オーストリア・ウィーン ウィーン医科大学
10 2012年 9月19日～ 9月22日 韓国・大邱 啓明大学医学部

11 2013年12月 9日～12月11日 ギリシャ・アテネ 第 4 回汎ギリシャタバコ
大会と共催

12 2016年 4月 5日～ 4月7日 ベルギー・
ブリュッセル

第 1回欧州喫煙予防大会
（ENSP）と共催

13 2017年 5月24日～ 5月26日 ギリシャ・アテネ 第 2回欧州喫煙予防大会
（ENSP）と共催

14 2018年10月 4日～10月 6日 トルコ・イズミル エーゲ大学文化センター

これまでのTID年次会合

１ 人の毒物学者の熱意から始まったTID小史

実行委員長　望月友美子（日本対がん協会参事）

　また最終日には、WHO禁煙革命も実施された（12
～ 13ページ参照）。
　本学会は、多くの方々や団体のご寄付、ご後援、ボ

ランティアなどによって無事に終えることができまし
た。心よりお礼を申し上げます。誠にありがとうござ
いました。

ン大学医学部で博士号を取得
したネルソンは、心臓移植手
術を受けながらも、喫煙およ
び受動喫煙に対する闘いに生
涯を捧げた。
　ネルソンはTID（発足当時
はPTID）を設立すると、機
関誌「TID」も創刊した。
2002年 ４月には２度目の心臓
移植が必要となったが、移植
手術を受けず、エッセンで年
次会合を開くべく活動した。
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歯科の視点からの禁煙推進に多様な視点

過去５大会で歯学部教授が大会長・副大会長を務める
　本学会が刊行する「Tobacco Induced Diseases」
は、インパクトファクター（1.9）のあるタバコ専門
の３つの学術誌のひとつである。
　TID年次会合（学術総会）は、2002年の第１回大会
以来、ほぼ毎年開催されている。日本開催は、2008
年の京都大学での第７回大会（中原俊隆大会長）以来
11年ぶりである。
　直近の４大会のうち３回は、開催国・地域のタバコ対
策大会との併催となっており、今大会も医学歯学30学
会が参加する禁煙推進学術ネットワーク第２回学術会
議等と併催で行われた。
　本学会の過去５大会では歯学部教授が大会長・副大
会長を務めるなど歯科との結びつきが強く、今回も複
数の歯科セッションを設置した。

タバコ使用の多様な口腔影響
　初日に行われた口腔保健シンポジウム（「TOBACCO 
OR ORAL HEALTH：TOBACCO DEPENDENCE 

TREATMENT BY ORAL HEALTH」）では、愛知学
院大学の長尾徹（口腔外科）が座長を務めて、６タイ
トルの発表が行われた。
　広島大学大学院医系科学研究科の重石英生講師（公
衆口腔保健学）は、喫煙とヒトパピローマウイルスと
の独立した関係を紹介した。
　東京医科歯科大学大学院のEi・Ei・Aung研究員（健
康推進歯学）がミャンマーで流行する無煙タバコと口
腔の健康との関係と、東京でのミャンマー製無煙タバ
コ販売について報告した。ナイジェリア・ラゴス州立
大学予防歯科のAfolabi・Oyapero講師は、バス運転
手の歯周病および口腔粘膜病変と喫煙の疫学調査結果
について報告した。
　愛知学院大学歯学部の長谷川正午講師（顎顔面外科
学）は、喫煙および加熱式タバコ抽出成分の口腔角化
細胞のマイクロRNAへの影響を、そして、日本歯科
大学生命歯学部歯周病学講座の五十嵐寛子講師は、禁
煙による口腔の炎症応答評価について報告した。
　また、大会長でもある埴岡隆と小川祐司・新潟大学

TID年次会合と歯科の結びつきは強い。それは、禁煙推進における歯科の果たす役割の大きさを
物語っている。本大会でも、初日のシンポジウムをはじめ複数の歯科セッションが行われ、
国内外の医師や研究者が多様な視点から発表、議論した。

初日のシンポジウム。壇上
は埴岡隆・福岡歯科大学教
授（左）、長尾徹・愛知学
院大学歯学部教授

TIDハイライト①

埴岡隆／長尾徹
福岡歯科大学教授・日本口腔衛生学会／愛知学院大学歯学部教授
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大学院医歯学総合研究科教授による発表では、喫煙と
口腔および一般の疾患への影響を図解したうえで、世
界保健機関（WHO）の政策勧告なども見せながら、
歯科の専門家による喫煙者への日常的な介入の重要性、
日本とタイにおける実践が効果を上げていることなど
が語られた。
　2016年のいわゆるたばこ白書第４版（「喫煙と健康
　喫煙の健康影響に関する検討会報告書」、＊１）には、
歯科疾患等が採用された。タバコ使用の多様な口腔影
響を、歯科での禁煙推進に具体的にどのように活かす
かについての宿題で締めくくられた。
　本大会では、ＷＨＯが歯科に推奨する簡易タバコ介
入トレーニングのワークショップも別途開催された。
ナイジェリアのOyapero講師は、大会後に米国メイ
ヨ－クリニックでの禁煙治療専門家研修会を修了し、
本大会併催のグローバルブリッジセッションが刺激に
なったと述べている。

タバコ使用に起因する口腔がん発生は公衆衛生問題
　インドは３億人以上が無煙または喫煙タバコ使用者
で、約500万人いる18歳未満の子どもは、何らかのタ
バコ製品を使用している。
　口腔がんは３番目に多く、患者の多くが家族を持つ
働き盛りの男女や若者であり、タバコ使用に起因する
口腔がん発生は公衆衛生問題である。
　インド最大のがんセンターであるTata記念病院の
頭頸部外科教授で、がん疫学センターの副所長でもあ
るChatruvedi氏は、３日目に開かれた「人権とタバコ」
のセッションで、途上国で蔓延している無煙タバコに
よる頭頸部がんの被害者とタバコ規制の取り組みに焦

点を当てた（＊２）。
　Chatruvedi氏は、タバコとアルコール規制に多大
な関心を示し、タバコ規制活動では世界で最もアグレ
ッシブな医師の１人である。インドのタバコ企業が若
者と子どもを販売のターゲットにしていることに反対
して積極的なロビー活動を展開してきた。
　2008年にタバコ被害者をタバコ規制運動の中心に
置いた「Voice of  Tobacco Victims」というキャン
ペーンを始め、ソーシャルメディアを通じ、パブリッ
クメッセージとして被害者の苦しみを社会に訴え、喉
頭切除を受けた若者や口腔がん生存者の協力のもとに
直接政府を動かす活動を行った。
　2011年にはタバコ企業と最高裁で争い、グトゥカー、
パンマサラといった無煙タバコ製品を11州で販売禁
止に追い込んだ。革新的活動のリーダーシップが認め
られ国際的な数多くの賞が授与された。
　Chatruvedi氏は今回も、南アジア地域固有のタバ
コ規制に関する諸問題とその課題への挑戦に加えて、
日本政府のタバコ産業への投資に対して積極的に問題
提起するなどセッション全体をリードし、インドのタ
バコ規制にとどまらず世界のタバコ使用とタバコ関連
事業の削減に貢献した。

会場には、日本口
腔衛生学会と福岡
歯科大学のバナー
も立てられた

埴岡隆氏と小川祐司・新潟大学大学院教授がシン
ポジウムで示したスライド。WHOが歯科の専門
家により喫煙者への介入を勧告している

＊ １ 根拠十分「科学的証拠は、因果関係を推定するのに十分である」
＊ ２ 因果関係を示唆「科学的証拠は因果関係を示唆しているが十分
ではない」

暴露 因果関係の推定レベル
レベル １ ＊1 レベル ２ ＊2

能動喫煙
口腔・咽頭がん、歯周
病（歯肉メラニン色素
沈着は症状とされる）

齲蝕（虫歯）、口腔
インプラント失敗、
歯の喪失

受動喫煙
（親の喫煙）

子どものう蝕
（虫歯）

歯科領域の喫煙と受動喫煙の健康影響
（いわゆるたばこ白書第４版から）	 	

文献
＊ １ 　厚生労働省 喫煙の健康影響に関する検討会編. 喫煙と健康 
喫煙の健康影響に関する検討会報告書. 2016.
＊ ２ 　Chaturvedi P et al. Tobacco Related Oral Cancer. 
BMJ 2019; 365: l2142.
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グローバルブリッジ・ジャパンの 3 団体が発表
～これまでの禁煙支援にないユニークな活動～

米国の禁煙推進団体「グローバルブリッジ」は世界各地で、禁煙支援を行う人材育成プロジェクトを
助成している。日本対がん協会ともパートナーシップを結び、16団体の活動を支援する。
大会2日目のセッションでは、12団体が参加し、うち3団体が発表した。

TIDハイライト②

禁煙支援の裾野を広げる
　「グローバルブリッジ（Global Bridges）」は、米
国のメイヨー・クリニック（Mayo Clinic）と米国対
がん協会（American Cancer Society）が、禁煙支
援とタバコ規制の政策提言を目的として2010年に設
立した国際的な連携組織である。
　2016年11月、日本対がん協会と共同パートナーシ
ップを結んだ。そして、2018年4月、日本を中心とし
た16の団体が、「グローバルブリッジ・ジャパン」と
して助成を受け、禁煙推進の人材を育成するプロジェ
クトを開始している。
　日本では、保険適用が認められたニコチン依存症管
理料があるものの、禁煙支援の担い手は医師や看護師
に限られる。海外と比べ、人材やプログラムの裾野は
広くない。そこで、グローバルブリッジの活動を通し
て、人材や支援方法の幅を広げる目標を掲げた。

禁煙指導をする看護師のリーダー看護師を養成
　大会2日目、プロジェクトの課題と展望を探るセッ

ションが開かれ、16団体のうち、これまでの禁煙支援
でカバーしきれていない領域を担う3団体が発表した。
　最初は日本がん看護学会。小松浩子理事長は、「ほ
かの国の学会とも協力しながら、がん治療に関わる看
護師の能力を向上させ、科学的根拠に基づいた禁煙カ
ウンセリングをできるようにサポートすることが目的
です」と語った。具体的には次の2つだ。
①がん患者に禁煙指導をする看護師のリーダーを養
成する研修
②eラーニングを活用して禁煙指導をできる看護師
を増やす
　①は、全国がんセンター協議会に加盟する32病院の
看護師が対象のワークショップを行い、フォローアッ
プ研修も欠かさない。参加した看護師は自分の医療機
関に戻り、周囲の看護師をトレーニングして、患者に
禁煙カウンセリングを行ってもらう。
　②のeラーニングは、20分ほどで、タバコ依存症の
患者への接し方などを学ぶ。禁煙支援をする看護師の
数を増やすことが目的で、評価やフォローアップも行
っている。

患者にアプローチしやすい歯科衛生士
　続いて、日本ヘルスケア歯科学会が発表した。禁煙
を支援する歯科衛生士の養成を手がける。歯科衛生士
は、プロケアなど口腔衛生や飲食ケアで、禁煙支援の
アプローチをしやすい。しかも、患者は繰り返し通院
する。秋元秀俊事務局長が説明した。
　同学会は「禁煙支援歯科衛生士育成プログラム」と
いうワークショップを行っている。禁煙に成功した歯
科衛生士や患者のインタビュー映像（「トリガーフィ
ルム」と呼ぶ）を使い、参加者たちがロールプレイン
グをする。それを繰り返し、ミーティングを行う。
2018年は東京・秋葉原に約100人が集まった。参加者
たちは自分の歯科に戻ると、同僚に教える。
　「日本では、歯科衛生士の禁煙支援はまだ常識には

日本がん看護学会の小松浩子氏の発表

望月友美子 日本対がん協会参事

日本ヘルスケア歯科学会の秋元秀俊氏の発表



9

なっておらず、診療報酬もつきません。しかし、患者
との関係をどう築くかを学ぶワークショップになって
います」
　発表後、会場から、「看護師や歯科衛生士は禁煙プ
ログラムで重要な役割を果たしています。自分の経験
を情報発信していただきたい」という声が出た。

肺がん患者が身近な人を禁煙させる
　最後は、日本肺がん患者連絡会だ。肺がん患者自身
が身近な人を禁煙させるプロジェクトに力を注ぐ。肺
がんのサバイバーでもある長谷川一男代表が発表した。
長谷川さんらの調査では、肺がん患者の31％は職場で、
6％は家族から受動喫煙している。
　「肺がん患者はタバコが怖いです。そこで、肺がん
患者自身が、禁煙できない家族や同僚に禁煙外来に行
くように説得するようにしました」
　しかし、身近な人の説得はかえって難しい。そこで、
ワークショップを10回以上開いた。元喫煙者のメンバ
ーが、家族を禁煙させることに成功していた。禁煙の
難しさや苦しみを知っていた経験が役に立ったのだ。
長谷川さんは「大事なことは、追い詰めるのではなく、

支えること。応援するのです」と語り、盲点として、
未成年の禁煙外来があまり機能していない課題も指摘
した。
　日本肺がん患者連絡会は、ニコチン依存の強い人た
ちに受診推奨を行うためのツールも開発している。
　セッションには、米国グローバルブリッジの最高責
任者、ケイティ・ケンパー氏が参加し、ヨルダンの成
功事例を報告した。
　ヨルダンは、中東でも喫煙率が最も高く、依存症の
治療態勢も整っていなかった。2010年にフセイン王
立がんセンターとグローバルブリッジがパートナーシ
ップを組んだ。科学的根拠に基づく禁煙推進プログラ
ムをアラビア語、英語、フランス語の3カ国語で作成し、
質の高い人材育成プログラムを近隣諸国にも出前する
などして、成果を上げた。
　成功の要因は、行政や専門家、患者らと関係を構築
すること、自分たちの禁煙支援事業をきちんと評価す
ることなどだという。
　世界のグローバルブリッジのプロジェクトは、日本
の16を合わせると100の大台に上る。

セッションでは、班に分かれてワークショップも行われた

日本肺がん患者連絡会の長谷川一男氏の発表

左から秋元秀俊、ケイティ・ケンパー、望月友美子、垣添忠生の各氏

グローバルブリッジ・ジャパンの支援を受ける16団体
東京薬科大学薬学部、国立保健医療科学院、日本禁煙推進医師

歯科医師連盟、Medscape Education Global、北海道千歳

リハビリテーション大学、日本ヘルスケア歯科学会、日本がん

看護学会、福岡歯科大学／日本口腔衛生学会、結核研究所、日

本高血圧学会、日本禁煙学会・薬剤師委員会、日本禁煙学会・

禁煙治療と支援委員会、滋賀医科大学、国立がん研究センター、

熊本大学大学院生命科学研究部、日本肺がん患者連絡会
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片野田耕太
国立がん研究センターがん統計・総合解析研究部長

TIDハイライト③

講演　平山雄先生メモリアル

1981年、国立がんセンター研究所の平山雄・疫学部長が、
受動喫煙と肺がんの関連を世界で初めて報告し、国内外に大きな論争を巻き起こした。
1995年に他界した平山先生の後継者ともいえる片野田耕太氏が講演した。

題になりましたが、マスメディアの報道は控えめでし
た。国会でも、2017年や18年に、国会議員が肺がん
の患者さんらにヤジを飛ばしています。

新しい時代、スピードアップした行動を
　一方、厚生労働省は2016年に「たばこ白書」をま
とめました。2018年には改正健康増進法が成立（2020
年4月施行）。多くの例外規定がありますが、受動喫煙
防止の法律ができたのは大きな一歩です。東京都には
さらに厳しい条例ができました。
　社会構造も重要です。財務省がJT株の3分の1を所
有していて、年間2兆円のタバコの税収があります。
巨額な資金を動かせるのが、タバコ産業の特徴です。
　加熱式タバコの流行など日本は新時代に入っていま
す。私たちは、歴史やタバコ産業が行ってきたことを
知り、科学的で、社会的なネットワークを総動員し、
スピードアップした行動を起こすことが必要です。
� （まとめ・日本対がん協会　中村智志）

受動喫煙により肺がんリスクは1.28倍上昇
　2人のヒーローがいます。1人、イギリスのリチャー
ド・ドール氏で、1950年代に肺がんと喫煙の因果関
係を最初に報告しました。もう1人は、平山雄

たけし

先生で、
1965年から26万5千人以上の人を対象に計画調査をし
て、1981年、世界で初めて、受動喫煙と肺がんの関
係を報告しました。
　35年後、私たちの研究グループが、平山先生の研究
を含め、日本人を対象にした9つの受動喫煙の研究の
メタアナリシス（複数の研究を統合・分析すること）
を実施しました。その結果、受動喫煙により肺がんリ
スクが1.28倍上昇することが見出されました。
　世界の歴史を見ると、1996年には、世界保健機関
（WHO）の世界保健総会が、2005年に発効する「た
ばこ規制枠組条約（FCTC）」につながる決議をしま
した。2011年には、FCTCに受動喫煙のガイドライン
ができて、完全禁煙の必要性、自由意志による禁煙政
策には効果がないことなどが明記されました。

タバコをめぐる裏の歴史
　裏の歴史もあります。平山先生の研究発表の5カ月
後には、ニューヨークタイムズに「研究には計算間違
いがあった」という記事が載り、世界中に広がりまし
た。フェイクニュースでした。イギリスの新聞にも、
WHOの国際がん研究機関（IARC）が「受動喫煙は
がんの予防になる、という研究結果を隠している」と
いう衝撃的なフェイクニュースが載りました。
　米国では受動喫煙をめぐる訴訟も続きました。1991
年、7人の客室乗務員がタバコ産業を相手取った集団
訴訟では、和解金は3億ドルに上りました。日本でも
2004年、東京都江戸川区の職員が江戸川区を相手に
勝訴しましたが、賠償金は5万円でした。
　2016年、受動喫煙のリスクについての国立がん研
究センターの発表に対してJTが反論しました。国立
がん研究センターが再反論を出したときはSNSでは話

講演する片野
田耕太氏。ス
ライドの写真
は平山雄氏

片野田氏は2017年、
「平山雄博士の業績を
記念するタバコフリー
日本賞」を受賞した



11

「新型タバコ」（加熱式タバコ、電子タバコ）の検証が続々

基調講演でも取り上げられる
　グローバルタバコフリーサミット２日目の午前10時、
３つの会場のうち最も大きいホールで、登壇者のいな
い講演が始まった。
　台風で来日を見送った米国・メイヨークリニックの
テイラー・ヘイズ医師（ニコチン依存症センター所長）
による基調講演である。スライドとともに、インター
ネットを通じたヘイズ氏の声が流れてきた。
　タイトルは、「TOBACCO HARM REDUCTION 
AND CONTINUUM OF RISK」。ヘイズ氏は、
「電子タバコや加熱式タバコによるニコチンの人体へ
の送達も（紙巻きタバコ同様に）、潜在的に深刻である。
成人喫煙者を、潜在的に毒性が低いとされるニコチン
送達システムへシフトした場合の公衆衛生への影響も、
不透明である」
　などと語った。加熱式タバコや電子タバコに切り替
えたら喫煙や受動喫煙の被害が軽減される根拠はない
というのである。電子タバコは、日本では法規制でニ
コチンを含まないが（個人輸入は別）、海外ではニコチ
ン入りも普通で、米国など各国で規制が強まってきた。
　ヘイズ氏は、「我々は、意思決定や健全な議論に導
くため、規制の枠組みやエビデンスを構築しなければ

ならない」と言葉をつないだ。

紙巻きタバコと同じ規制が必要
　本学会では、ほかにも、加熱式タバコや電子タバコ
に関する発表が随所で行われた。
　初日に開催のシンポジウム「HEATED TOBACCO 
PRODUCTS AND THEIR ROLE IN TOBACCO 
HARM REDUCTION」では、大和浩・産業医科大学
教授が、加熱式タバコを取り上げた。
　加熱式タバコには紙巻きタバコの成分が含まれてい
る。大和教授は、吸って吐きだす際に、エアロゾルが
紙巻きタバコ同様に２メートル先まで届くことなどを
示し、「紙巻きタバコに比べて有害成分が90％減った
ことでリスクも90％減る、というミスリードがされて
いる。紙巻きタバコと同じ規制が必要だ」と強調した。
　２日目のセッション「E-CIGARETTES AND NOVEL 
TOBACCO PRODUCTS」では、ポーランドが電子
タバコにおけるヨーロッパの一大市場のひとつである
こと、台湾では電子タバコを吸う若者の２～ ３割が紙
巻きタバコの非喫煙者であること、などが発表された。
また、京都大学医学研究科の里村一成准教授が、「加
熱式タバコに対して、警戒の側に立った規制が求めら
れる」と訴えた。
　日本は、加熱式タバコのマーケティング市場のよう
になっている。加熱式なら吸える飲食店がある。「家
族の健康を考えて加熱式タバコに変えた」と言って子
どもの前で吸う人もいる。だが厚生労働省は、「有害
物質が含まれていることは明らかだが、現時点では、
受動喫煙による健康への影響の予測は困難」という。
　本格的な対策を取るのに、猶予はない。
� （文・日本対がん協会　中村智志）

世界各地で増えている「新型タバコ」。
日本では加熱式タバコが世界に先駆けて流行、いや定着してきた。
3日間を通して、多くの参加者が新型タバコ問題を議論した。

講演後のポーラン
ドのマチェイ・ゴ
ニエヴィチ氏（左）
と大和浩・産業医
科大学教授

加熱式タバコの
IQOSを分析し
たポーランドの
クリシュトフ・
プレウォズニア
ック氏

加熱式タバコか
ら吐き出される
エアロゾル（大
和教授の講演よ
り）

TIDハイライト④
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禁煙をつなぐボール
　ホールの電気が消えると、舞台の２つの大画面に、
青いボールを持った筆者（望月）が大写しになった。
ボールには「Revolution Smoke-Free」という文字
とロゴが書かれている。
　筆者がボールをポンと投げる。画面が切り替わり、
後藤尚雄・日本対がん協会理事長が受け取る。後藤理
事長がボールを投げる。大場康弘・SOMPOひまわり
生命保険社長が受け取る。その後も、会社員、お年寄
り、作業員、看護師、楽器店の店員、飲食店のスタッ
フ、カメラマン、宅配便の配達員……多くの人たちが、
バトンをつなぐようにボールを渡す。そして、「働く
場からタバコがなくなった時、みんなが健康に。」と
いうメッセージが表示される。
　WHO禁煙革命の発足式「禁煙革命　～健康経営は
禁煙から～」のオープニングムービーだ。

「あなたの宣言で会社が変わる。社会を変えられる」
　WHOは、「民間の力こそが社会を変えていく、と
いう理念でこのキャンペーンを組み立てた」と筆者は

考えている。WHO本部のタバコ・フリー・イニシア
チブのディレクターを務めた経験もある筆者が、開会
の言葉を述べた。
　「防げることが分かっていて放置するのは、不作為
です。日本では、2千万人近くが喫煙者で、喫煙によ
って年間12万9千人が、さらに受動喫煙のみで年間1
万5千人が亡くなっています。受動喫煙の被害者は、
家庭と職場が半々です。職場を禁煙にすれば、受動喫
煙の問題は起こらず、働く人たちの命をタバコから守
れます。タバコ対策は感染症対策にも似ています。個
人の力だけでは防げない。社会で防御していくことが

健康経営は禁煙から ～企業のさまざまな取り組みを共有～

世界保健機関（WHO）は2018年7月から、健康的な職場の実現を目的に
「禁煙革命（Revolution Smoke-Free）と題したキャンペーンを世界中で始めている。
日本では、日本対がん協会がパートナーとなって始動した。
TID最終日、特別セッションとして発足式「禁煙革命　～健康経営は禁煙から～」が開催された。

特別セッション　WHO禁煙革命発足式

望月友美子 日本対がん協会参事 

発足式のラスト、壇上
で集合写真を撮った

オープニング動画のワンシーン
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必要だと思います」
　日本からも、この発足式以前から11企業・団体が参
画している。モンゴルでは259企業・団体に上る。筆
者は「あなたの宣言で会社が変わる。社会を変えられ
る。是非このキャンペーンに参画して、一緒にタバコ
ゼロ社会を実現していきたいと思います」とも話した。
　続いて、WHO西太平洋地域事務局の柏原美那氏が
登壇した。柏原氏は、西太平洋地域では年間310万人
がタバコで命を落とし、タバコ関連の死者の15％が受
動喫煙であることを明かした。そして、禁煙革命では、
①参加宣言、②禁煙の環境づくり、③その共有、が3
つのステップだと語った。

社員の健康＝会社の資産
　ここからは第2部「禁煙革命の宣言と進捗」となった。
中国、フィリピンでの取り組みの報告に続き、
SOMPOひまわり生命保険の大場康弘社長が講演した。
「生命保険は、お客様の万が一のときに役立つもの。
その万が一が、できるだけ遅く来るのをお手伝いした
い。そのためにも、自社の健康経営、禁煙への取り組
みは、福利厚生ではなく、経営戦略と密接不可分です」
　同社は、就業時間内を禁煙にし、新卒者は非喫煙者
を採用することにした。2018年度18.3％の喫煙率を
2020年度に12％に下げることを目標にし、喫煙者を
禁煙への意欲別に分けて、それぞれに応じ、禁煙教室
の開催や禁煙治療のサポートなどを行うという。
　その後、第3部「禁煙革命ジャパンのこれから」に
入った。
　まずは、ロート製薬のジュネジャ・レカ・ラジュ社

長が、日本語で講演した。ラジュ社長は「社員の健康
＝会社の資産」という認識を示したうえで、社員が健
康状態をチェックするプログラム、毎朝の運動やヨガ、
朝食の無料提供などを行っていると紹介した。
　2020年4月に社内の喫煙率をゼロにするという同社
会長の宣言を実現するべく、社内に健康通貨を作った
り、“卒煙”者を予想する「卒煙ダービー」で盛り上げ
たりしている。
　「タバコが健康に悪いことはみんなわかっている。
楽しく進めないとダメなんです」

他社の事例も参考に禁煙を進める
　続いて、厚生労働省の神ノ田昌博・健康課長、東京
都医師会の蓮沼剛理事のほか、禁煙革命に参加した企
業の6人が、自社の取り組みなどを発表した。
　オートバックスセブンの太田康弘氏は「当社の喫煙
率は、全国平均より高い。禁煙に取り組む会社の本気
度を社員にも意識付けするため、禁煙革命に参加しま
した」と語った。
　ソフトバンクの石田恵一氏は、2019年4月から毎月
1回の禁煙デーを設けており、2020年4月に就業時間
中の全面禁煙を目指すと話した。社内の喫煙室廃止も
調整している。
　ヤフーは2013年から禁煙支援を行う。小野寺麻未
氏は「禁煙革命に参加することで、他社の事例を参考・
目標にしながら、よりよい健康経営を進めたい」と述
べた。
　ラーメンの一風堂で知られる力の源

もと

ホールディング
スの山口恵子氏は「国内外で273店舗展開しているが、
海外のスタンダードに合わせて、またお客様や従業員
を受動喫煙から守るために、灰皿はご用意していませ
ん。禁煙への取り組みが、あたりまえに広まっていけ
ばいい」と思いを込めた。
　最後に、葛西健・WHO西太平洋地域事務局長が、「社
員の健康は、より高い生産性に、お客様の信頼獲得に
重要です。みなさんのプレゼンの内容は、私のお伝え
したいメッセージと一致しています」などと述べて、
会場全体で禁煙への決意を分かち合い、閉会した。
　新型コロナウイルス対策では、全世界の人たちが、
未来を脅かすパンデミックに対して問題意識を共有し、
感染が広がらないように官民を挙げて工夫や努力、協
力をしている。タバコ対策においても、同様の姿勢が
大切なことを改めて強調しておきたい。
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～にぎわいの３日間～講演に、交流に

10月13日、開会の挨拶をする垣添忠生・名誉大会長（日本対がん協会会長）

国際会議は、学術的な発表や情報交換とともに、人脈を築く場でもある。
台風19号の直撃を乗り越えて集まった参加者たちは、３日間、意欲的に講演し、なごやかに語り合った。

数々のシーンから選りすぐりの場面を写真で振り返る。

世界中から集まった参加者たち
がにぎわうレセプション

タバコの害を伝えるWHO
の啓発ポスター
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ケニアのデビッド・オンチョンガ氏と垣添忠生氏
（レセプション）

レセプションではハラル料理も
ふるまわれた

加熱式タバコについて話す
欅田（くぬぎた）尚樹・産業医科大学教授

株式会社CureAppの代表取締役
CEO・医師の佐竹晃太氏の講演

「タバコと人権」について語るローレン・フーバー ASH事務局長

看護師による禁煙サポートについて話す瀬在泉・防衛医科大学准教授
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再録　グローバルタバコフリーサミットのみどころ
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台風19号の影響で、掲載したプログラムの一部は変更となりました。
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再録　グローバルタバコフリーサミットのプログラム



19台風19号の影響で、掲載したプログラムの一部は変更となりました。
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再録　グローバルタバコフリーサミットのプログラム



21台風19号の影響で、掲載したプログラムの一部は変更となりました。
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再録　グローバルタバコフリーサミットのプログラム



23台風19号の影響で、掲載したプログラムの一部は変更となりました。
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再録　グローバルタバコフリーサミットのプログラム



25台風19号の影響で、掲載したプログラムの一部は変更となりました。



26 台風19号の影響で、掲載したプログラムの一部は変更となりました。

再録　グローバルタバコフリーサミットのプログラム
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赤字額（414,194円）は日本対がん協会が補填。なお決算はTIDと協議のうえ、国内外で分離した。		

2020年 3 月23日

科目 入金元 金額（税込）

収入

主催者拠出金
（公財）日本対がん協会 2,000,000
福岡歯科大学／（一財）日本口腔衛生学会 2,000,000

参加費 個人、法人 625,000

補助金
福岡歯科大学 799,136
禁煙推進学術ネットワーク 300,000
口腔 9 学会合同委員会 100,000

寄付金等

（株）CureApp 100,000
原田産業（株） 100,000
ロート製薬（株） 100,000
UICC（国際対がん連合）日本委員会 200,000
喫煙社員ゼロチャレンジング事務局 1,000,000

合計 7,324,136

支出

科目 支払先 金額（税込）
委託費（会議運営、通訳等） （株）日本旅行、（株）ユニカルインターナショナルほか 2,429,404
会議費（レセプション等） ハーベスト（株）ほか 831,541
賃借料（会場機材等） リコージャパン（株）ほか 802,780
大会報告書作成・発送費 キンコーズ・ジャパン（株）ほか 281,155
事務局人件費、事務局経費 （公財）日本対がん協会 3,070,100
雑費（消耗品、通信費等）、旅費交通費 323,350
合計 7,761,630

収支 −414,194

グローバルタバコフリーサミット決算報告	

2020年 ３ 月31日発行
発行　　公益財団法人日本対がん協会
　　　　学校法人福岡学園福岡歯科大学
　　　　一般社団法人日本口腔衛生学会
事務局　日本対がん協会
〒104-0061　東京都中央区銀座 7 -16-12　G- 7 ビルディング ９ 階
デザイン　大石一雄
印刷・製本　キンコーズ・ジャパン株式会社

第15回TID年次会合（学術総会）　
グローバルタバコフリーサミット　大会報告書
タバコゼロ社会の実現　
～生命の源から見える現実と未来～
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学校法人福岡学園福岡歯科大学

公益財団法人日本対がん協会

一般社団法人日本口腔衛生学会


